
  
サービスの質の 向上 

  

0  介護 サ Ⅰビス情報の 公表 ( 情報開示の標準 ィヒ )   
              介護保険のサービスが、 利用者に適切かっ 円滑に選択され、 利 m されるよ う，                 

                事業者及び施設に 対し、 必要な情報の 公表を義務付ける 仕組みを導入する。 

すべての介護ワービス 事業者 

く 介護ワービス 情報》 

[ 

介護ワービスの 内容及び運営状況に 関する情報であ って 、 
要介護者等が 適切かっ円滑に 介護ワービスを 利用するこ 
とができる機会を 確保するために 公表されることが 必要 
なものとして 厚生労働省令で 定める。 j 

《基本情報 ( 仮称 ) 》 《調査情報 C 仮称 ) 》 

0  基本的な事実情報であ り、 0  事実かどうかを 客観的に 
公表するだけで 足りるもの 調査することが 必要な情報 

報告内容について 府県知 者適 又は ヒ     ，     査 機関 事実かどうか 調査 

そのまま報告 
( 都道府県知事が 指定 ) 

く 年に i 口程度 コ 0 中立性・松平性の 確保 報告 
0 調査の均質性の 確保 ( 年に「日程度 ) 

  
都道府県知事又は 指定情報公表センター 

( 都道府県知事が 指定 ) 

く 利用者の選択に 資するよう介護ワービス 情報を公表》 
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                                                  齢亡笘 ) 

介護ワービス 情報に基づく 比較検討を通じて、 事業者を選択 
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0  事業者規制の 見直し 

介護ワービスの 質を確保するための「事後規制ルール」の 確立 

現行指摘されている 主な課題 ; く 二コ参入規制の 緩和・撤廃     
; (f 肯定拒否の要件が 不十分 ) 

              あ 過去に指定を る県で指定を 取り消された 取り消された 事業者が別法人で 事業者が別の 県で指定申請してさ 指定申請してきた た 場合 場合 
  
:  づ 都道府県が申請を 拒否することが 法律に明確化されていない。     
: ( 指定の効力に 期限がない )   

            するためにほ、 現行制度ほ、 いったん指定を 定期的に基準の 受けたら、 遵守状況を確認する 指定の効力に 仕組みが必要。 期限がない。 質を確保       
:  米 保険医療機関にほ、 指定の更新制があ る。     
; ( 不正に対する 弾力的な指導ができない ) 
      不正に対する 強制力のあ る行政処分として、 「指定散 消 」の手段しかない。 : 

;  づ 指定 取消仁 至る前の実効性のあ る改善指導の 手段が限られている。       
L 悪質な事業者を 制度から排除するための「事後規制ルール」の 確立が必要。 

  

      

事業者規制の 見直し乗一   
; 1. 指定の欠格事由、 指定の取 消 要件の追加 

  
  

:  ワービスの質の 向上と悪質な 事業者の排除を 図る観点から、 
          

: 2. 指定の更新制の 導入   

        事業者の指定に 有効期間 (6 年 ) を設ける。 

        更新時に、 基準への適合状況や 改善命令を受けた 履歴等を確認するので、 基準 ; 
    に 従って適正な 事業の運営をすることができないと 認められるときは、 指定の : 

      更新を拒否できる。 ( 現行色新規の 指定申請について 同様の場合には 拒否可能 )       
      

:         3. 勧告、 命令等の迫 加 
  
  

            組みとする観点から、 都道府県、 市町村 ( 地域密着型ワービス 事業者に対する、 ①業務改善勧告、 ) における改善指導について ②業務改善命令、 明確な仕 ③ 指 ; : 
;  定の停止命令、 ④当該処分のな 表、 の権 限を置く。 

  
      

( 参考 ) 指定 取消 処分を受けた 事業者数の推移 
0 20 40 60 80 

2000 年度 

200 「年度 

2002 年度 

2003 年度 

口 株式会社等 日医療法人 口 特定非営利活動法人 

田社会福祉法人 目 個人・企業組合 
-14- 
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ケアマネジメントの 見直し 
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 基

 

アマネジメントをめぐる 課 
「 @  @  @  @  n  - @  @  @  一 - - - - @  n  - - - - - - - - - u  n  - 
    

        く ケアマネジメントの 現状 ノ     
: . 併設事業所が 9 割を占める 

  
  
    

: , ワービス担当者会議の 開催が不登底 
  
  
    

等 : . 主治医との連携が 不十分 
  
  
  

・ - - - - - - - - - - @  @  - - - - - v  @  - - n  n  - - - @  @  - - - - , 
- u  - - - @  一 ・               

「 - - - - n  - - - - n  - - - - - - " - - - - - @  u  - - - @  u  - - - - - -   
    
:  . 多職種連携・ 継続的マネジメントが 不十分 : 
    
:  . 特定のワービスへの 偏り、 多い単品フラン : 
    
:  . 不適正なケアフラン、 指定 取 消がワースト 2  : 
・ - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - , - - - - - - - - - 1 

  

Ⅱ
 

アマネジメントの 見直しの方向 
@ - - 一 - - 一 - 一一 - 一 - - - - - - - - - - - - - 一 - - - - - - - - - - - - - - - l 

          く 包括的・継続的マネジメントの 地域包括支援センタ 円 仮称 ) の創設 強化 ノ 一           
; . 主治医との連携の 強化   

  

: . 在宅と施設、 医療と介護の 連携の強化 
  
  
  

: . 支援困難事例への 対応の強 ィヒ :    .   支援困難事例への 対応の掛 ヒ                         等     ; 
@ - 一 - - - - - 一 - - - - - - - - - @ - t - - - - - - - - - - - - - - - - o e - a - 

; く ケアマネジ ャ 一の資質，専門柱の 向上 ノ ; 

; . 研修の義務化・ 体系化、 主任ケアマネジャー : 

    ( 仮称 ) の創設 
  
  

          ケアマネ、 ジャ一の更新制、 二重指定制の 導入       

:   .   不正ケアマネ、   ジャ一に対する 罰則強化         等     ; 
「 - - - - - - - - - - - - a - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 一一一 - - 

  
  

く 独立性，中立硅の 確保 ノ 
  
  
  

; . 担当件数の見直し 
  
  
  

I : . ケアマネ 、 ジメントフロセスに 応じた報酬体系 :   
    ・独立性の評価 ( マネジメント と ワービスの 分 : 

:  離 ) . 基準 7% ほ 酬の見直し 等         
 
 

  
      

「包括的，継続的マネジメント」の 強化 づ 「地域包括ケア」の 確立 
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ケアマネジャ 一の資質・専門性の 向上 

基本的な考え 方     

0  高齢者が住み 慣れた地域において 最期まで暮らせるよう、 主治医とケアマネジャー 
の 連携、 在宅一施設の 連携など、 「包括的・継続的マネジメント」を 確立することが 
極めて重要。 

0  ケ ア マネジャ一については、 このための資質・ 専門，性の向上を 図っていく。 

「・研修の義務化，体系化 2 _ 重 指定制の導入 

・最初に実務に 就いて一定期間経過後，演習 ・事業所に対し、 所属するケアマネジャーを 届 
を 中心とした研修を 実施 づ スキルアップ け 出ることを義務付け 

・定期的 (5 年 ) に専門知識・ 技術向上を図る ，ケアマネジャーごとにケアプランの 内容等を 
ための研修を 義務付け チェックできる 仕組みを整備 

3. 資格の更新制の 導入 

，更新制の仕組み ( 案 ) 
4 主任ケアマネジャー ( 仮称 ) の創設 

一 業務に従事するケアマネジャ 一に、 定期 
・「包括的・ 継続的マネジメント」を 担 う 人材の 

的 (5 年 ) に研修を義務付け 育成 

一 研修を修了しないと 業務に従事できない ・一定年数以上の 実務経験 + 所定の研修 修 

一休業中の場合は、 業務に復帰可能 研修を受講することで、 「地域包括支援センター 了 十能力評価により 資格付与 ( 仮称 ) 」に配置 

独立性，中立性の 確保 

基本的な考え 方     
0  ケアマネジメントの 現状として、 併設事業所の 割合が 9 割を占め、 独立性・中立 

性の観点から、 問題。 主治医との連携、 サービス担当者会議の 開催が十分でな 
いといった問題。 

0  ケアマネジャーⅡ 人 当たりの担当件数の 見直し等により、 主治医との連携、 在宅 
一施設の連携など、 包括的・継続的マネジメントを 確実に実施できる 体制を確立 
していくことが 必要。 

■ケアマネジャー「 人 当たりの標準 
担当件数の見直し 不正なケアマネジャー   
， 5CU 火づ適切なマネジメントを 確実に 事業所に対する 罰則強化 

実施できる人数に 見直し 

■担当件数の 見直しに伴う 報酬の見 ・特定の種類又は 特定の事業者に 不 

直し、 中立・公正性の 確保 当 に偏ったプランを 作成しているこ 

，多職種連携、 ケアマネジメントプロ 
と 等の軽度な基準違反等に 対する 

セス ( アセスメント、 ケアカンファレ 
都道府県知事による 研修受講の義 

シ スの実施 ) に応じた報酬体系 務 Ⅰ すけ 

・有能なケアマネジャーが 評価される ，ケアマネジ ャ 一の名義貸しの 禁止 

めりはりのあ る報酬体系 ( 違反は登録 取消 ) 

■独立性の評価、 基準 / 報酬の検討 ・守秘義務の 明確化 ( 違反は登録 消 

( マネジメント と サービスの分離 ) 除 ) 

，公正・中立性の 徹底 ・業務の停止命令、 勧告 等 
・独立型事業所への 評価 

米 基準・ 酬のあ り方については ，「 8 年 4 月の 酬改定・基準見直しの 中で、 討 。 
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  負担の在り方・ 制度運営の見直し   

0  第 「 号 保険料の設定方法の 見直し 
高齢者の保険料は、 負担能力に応じた 負担を求める 観点から、 原則として 

各市町村ごとの 所得段階別の 定額保険料としている (5 段階ないし 6 段階 ) 
この部分が均衡するように．第 4 段階と 

[ 見直しの方向性 ] 

・ 現行第 2 段階の細分化 

( より負担能力の 低い層 
への配慮 ) 

・より弾力的な 保険料段階 
設定 

 
 

5
%
 

 
 
約
 

 
 

 
 

( 課税層の多段階設定 ) 

%
 層
 

5
 税
 

2
 課
 

層
 

税
 

Ⅹ
 

7
5
 
詐
謀
 

税
 

民
 

住
 

0 乗率変更保険者数     一 
0 基準所得金額変更保険者数     一 
0 6 段階利導入保険者数     " 。 '"" 

0  介護保険料の 特別徴収 

" 要 
一定額以上の 年金受給者に 対し、 年金支払の際に 

介護保険料を 源泉徴収する。   
額
を
 

の
 

期
 

半
 
T
 

度
 

年
 
）
 

所
 
収
 

年
度
の
上
半
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は
、
 

定
的
に
天
引
き
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米
暫
 

一
 
老
齢
基
礎
年
金
 

， 旧法の老齢年金・ 退職年金 

対象者数 ( 平成 14 年 4 月時点 ) 
・ 約 1, 985 万人 ( 全体 2, 331 万人 ) 

・ ] 号 被保険者の約 85% 

 
 

）
 

数
 

]
 セ
タ
 

性
望
 

向
要
 

 
 

見
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[
 （
 

族
 

遺
 

 
 年

 
（
 

と
 

 
 

      
、 ・の ， 

  平成「 2 年度 :98. 7% 
  平成「 3 年度 :98. 6% 
  平成 14 年度 :98. 4%  ( 収納率「 00% 保険者 168) 
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O 要介護認定の 見直し 
0  現行制度においては、 市町村は指定居宅介護支援事業者や 介護保険施設に、 認定調査を委 

託することができることとなっており、 新規申請の約 5 割、 更新申請の約 6 割が委託となっ 

ている。 

0  委託による調査は、 認定調査員研修を 終了した介護支援専門員等が 行うこととなっている。 

0  認定結果 ( 平均要介護度 ) について、 認定調査の委託を 行った場合とそうでない 場合を比 
致 すると、 施設の場合には、 委託を行った 方が平均要介護度が 高くなる傾向が 見られる。 

[ 認定調査の委託率 ] 
%
%
 

6
9
 

4
5
 

 
 

 
 

 
 

話
 請
 

甲
申
 

新
規
 
更
新
 

 
 

[ 調査種別毎の 要介護認定結果 ( 新規、 更新申請 )] 
  

鯨車 """ 。 要介鱗調お ' 覗輔 ' 苛 七 %" 

afSS 
Ⅰ """ 一一 """" 一 " 一一 "" 一   一 """ 一 " 。 封 '"' 

@@w 
  "EMB 

。 新妻 
。   """' 一 " 

  

0 。 ゆ 。 怒 Ⅴ。 仰 。 升 @ 卸 弼 鯛 鰭 @ @ 。 

[ 見直しの方向性 ] 
， 申請代行の見直し 

・委託調査の 見直し ( 新 
規認定について 市町 
村 実施の原則を 徹底 ) 

( 老人保健課 調ぺ @ 

( 参考 ) 

( 保険料 ) 

6.000  円 

5,000  円 

4,000  円 

3.000  円 

し
 

通
 

見
 

の
 

 
 

額
 
)
 

月
期
 

 
 人

 

Ⅰ
 

 
 

（
 
 
 

料
 

 
 

l
 

第
｜
   
  

  

@
@
 
１
 
Ⅰ
 

    
                                                                                                              ぷま ， 且 0Q 。 巴 ， ミ ， 且 80 りな 険 料水準を現状 

の まとした場合 
｜ヲ Ⅰ @   
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介護サービス 基盤の在り方の 見直し 

  

0  地域再生のための 新たな介護・ 福祉基盤の整備 

都市部等における 急速な 住み慣れた地域で 暮らし続けられる 
介護予防への 取組 

介護・福祉基盤整備の 
高齢化・独居化 地域ケア体制の 確立 地域格差 

住み慣れた地域で 生活継続が可能な「介護・ 福祉基盤」の 整備が必要 

  地域再生のための 補助金改革 

@  た の，   
，地方公共団体が 地域の実情を 踏まえて 策 

Ⅰの う 走 する面的整備計画を 支援 檸 生 ごとに @ サービスを 確 

0 個別施設単位で 
補助 

0 特養等大規模 施 
設の点の整備が   村 に対する直接交付 
主流 

・ 団ま 、 直接市町村に 対して交付 

地域再生のための 規制改革・ 

のグループホーム、 小規模・多機能 
サービス等の 地域密着型サービ 
スについて、 事業者の指定・ 監督 
権 限を都道府県から 市町村に移 
譲 

4 
/"  "- 

・国からの交付金については、 市町村の裁 
量により弾力的な 執行が可能 

牛
緩
 

 
 要

 

て
 

 
 

し
 

こ
つ
 

 
 養

 
特
 

型
 

ト
 

イ
 

ラ
 

ア
 
Ⅰ
 
I
 ②

 
サ
 
和
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防 ノ " 
サテライト型 

二ソト型 
特別養護老人ホーム 
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地域介護・福祉空間整備等交付金の 仕組み 
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地域密着型サービス 拠点 

介護予防拠点 

地域包括支援センター など 
、｜ 

施設環境改善交付金 ( 都道府県対象 ) 

特別養護老人ホーム 
介護老人保健施設 
ケアハウス ( 特定施設入居者生活介護の 指定を受けるもの ) 

養護老人ホーム など 
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